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本論文は以下のとおり、第 1 章から第 6 章までの計 6 章で構成されている。 
 
第 1 章 はじめに ——《国家中心的国際機構観》の超克のために—— 
第 1 節 概論 
第 2 節 《国家中心的国際機構観》とその変容 
第 1 項 主人・代理人理論および国際機構法学 
第 2 項 《国家中心的国際機構観》の経験的問題 
第 3 項 《国家中心的国際機構観》の規範的問題 
第 4 項 小括 
第 3 節 国際機構間関係に着目する意義 
第 1 項 経験的意義——欧州の人権保障体制の《重層性》の認識 
第 2 項 実践的意義——国際機構の権力性とその統御 
第 4 節 結論 
第 1 項 本稿の問いと構成 
第 2 項 補遺——本稿における「国際機構」概念 
 
第 2 章 国際機構間関係の理論的基礎 
第 1 節 IOR をめぐる先行研究 
第 1 項 レジーム複合論 
第 2 項 国際機構間関係アプローチ 
第 2 節 国際機構間異議申立とその理論的基礎 
第 1 項 「解釈共同体」論とその陥穽 
第 2 項 国際機構間異議申立 
第 3 節 方法論の検討 
 
第 3 章 犯罪人引渡をめぐる EU-CoE 関係 ——「相互信頼」概念の形成と変容—— 
第 1 節 問題の所在——《人権の EU》の問題化 
第 2 節 「欧州統合史」の相対化と IOR 
第 1 項 欧州犯罪人引渡条約(ECE) 
第 2 項 欧州犯罪人引渡条約における基本権保障 
第 3 項 欧州逮捕令状枠組決定の採択 
第 3 節 欧州逮捕令状と《机上の相互信頼》 
第 1 項 EAW 枠組決定の概要 
第 2 項 EAW の実効性と相互信頼 
第 3 項 小括 
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第 4 節 基本権保障を理由とした引渡拒否 
第 1 項 ドイツ連邦憲法裁 R 事件判決 
第 2 項 CJEU アランヨシ・カルダラル事件 
第 5 節 結論 
 
第 4 章 欧州共通庇護体制をめぐる EU-CoE-UNHCR 関係——ダブリン体制への《異議申立》
とその影響—— 
第 1 節 問題の所在 
第 2 節 CEAS 以前の国際制度 
第 3 節 CEAS をめぐる EU-CoE-UNHCR 関係 
第 1 項 ダブリン体制の概要 
第 2 項 第 2 次ダブリン規則採択に至る過程 
第 3 項 異議申立の《法的重み》：第 3 次ダブリン規則採択まで 




第 1 節 標的制裁とは 
第 2 節 問題の所在 
第 1 項 《脱委任的現象》としての標的制裁 
第 2 項 標的制裁に関する研究動向における本章の位置づけ 
第 3 節 地域機構による異議申立 
第 1 項 EU による異議申立 
第 2 項 CoE による異議申立 
第 4 節 国連安保理の対応 
第 1 項 フォーカル・ポイント導入に至る議論 
第 2 項 オンブズパーソン導入に至る議論 
第 5 節 結論 
 
第 6 章 結論 ——国際機構と《多元的立憲化》—— 
第 1 節 要約 
第 1 項 小問題群(sub-questions)への回答 
第 2 項 大問題(main question)への回答 
第 3 項 議論の限界と今後の課題 
第 2 節 含意と展望 
第 1 項 《多元的立憲化》 
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第 2 項 《国家中心的国際機構観》への含意 








































を通じ、EU が人権保障を重視する姿勢が歴史的な必然だったわけでも、CoE が必ずしも EU
諸措置の実施において実効的人権保障を担保するわけでもないことを明らかにする。現在
の EU 加盟国間の犯罪人引渡は欧州逮捕令状（EAW）枠組決定という EU 法が規律している












第 4 章では、ある EU 加盟国に申請された庇護申請の審査の責任を負う国を決定する制度
であるダブリン体制の形成および変化の過程で、CoE および国連難民高等弁務官事務所








が同国への送還から生じる人権侵害を問題化し、ECtHR による EU への「間接審査」を促










び CoE との相互作用に着目して明らかにするものである。EU や CoE は、原則的には国連
に協力的な姿勢を示してきた一方、標的制裁から生じる権利侵害を問題化し、安保理に異

























































関係の法的諸条件を適切に考慮している。例えば第 4 章では EU 法と ECHR の関係を規律
するとされる「同等の保護理論」について、第 5 章では国連と他機構の関係を論じる際の


























ている素材自体は決して新しくはないものの、CoE が EU の犯罪人引渡制度に与えた影響に
ついて正面から論じようとした研究は、おそらく本論文が初めてである。EU 庇護政策（第
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